
平成 15年 3月期 中間決算短信(連結)  平成 14年 11月 21日

上   場   会   社   名       三 菱 製 鋼 株 式 会 社 上場取引所  東　大　福

コード番号      ５ ６ ３ ２ 本社所在都道府県
　（ＵＲＬ　http://www.mitsubishisteel.co.jp/） 東京都

問合せ先責任者  　 経 理 部 長 　吉 田 一 夫 TEL (03) 3536 - 3135
中間決算取締役会開催日　　平成 14年 11月 21日
米国会計基準採用の有無 無

１. 14年 9月中間期の連結業績（平成 14年 4月 1日 ～ 平成 14年 9月 30日）
(1)連結経営成績  　(百万円未満切捨て）

　　　　売    上    高 　　　　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年 9月中間期 39,706 △ 1.6 1,865 76.3 1,049 148.2
13年 9月中間期 40,331 △ 8.4 1,057 △ 59.0 422 △ 68.7
14年 3月期 80,299 720 △ 327

      中間(当期）純利益 　        １ 株 当 た り 中 間     潜在株式調整後１株当

           ( 当 期 ） 純 利 益     たり中間(当期）純利益

百万円 ％                          円     銭 円　　銭

14年 9月中間期 494 20.5 3.43 -
13年 9月中間期 409 △ 48.8 2.85 -
14年 3月期 745 5.18 -
(注)①持分法投資損益    14年 9月中間期 　7 百万円         13年 9月中間期    △26 百万円              14年 3月期   △156 百万円

     ②期中平均株式数（連結）　14年 9月中間期   143,995,536 株　　　13年 9月中間期   143,999,392 株　　　14年 3月期   143,998,495 株

     ③会計処理の方法の変更　　 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態
      　  総  資  産         　株  主  資　本       株主資本比率  １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％          円 銭

14年 9月中間期 118,462 18,462 15.6 128.22
13年 9月中間期 127,079 17,603 13.9 122.25
14年 3月期 123,131 18,962 15.4 131.69
(注) 期末発行済株式数（連結）　14年 9月中間期   143,993,516 株　　　13年 9月中間期   143,999,350 株　　　14年 3月期   143,997,555 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　 営業活動による 　　　 投資活動による 　 　財務活動による 　現金及び現金同等物

　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　キャッシュ・フロー 　期　 末 　残 　高
百万円 百万円 百万円 百万円

14年 9月中間期 3,038 △ 438 △ 3,321 9,611
13年 9月中間期 3,043 716 △ 2,961 10,428
14年 3月期 3,674 2,750 △ 5,734 10,453

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  13　社  　 持分法適用非連結子会社数　0　社 　  持分法適用関連会社数　3　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）  0 社 　 （除外）  3 社  　 　　持分法（新規）  0 社 　 （除外）　0 社

２. 15年 3月期の連結業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

通　　期 84,000 2,600 1,200
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）     8 円 33 銭 

      上記の予想は現時点において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因に

　　よって予想数値と異なる場合があります。

　　　なお、上記予想に関する事項は、添付資料４ページをご参照下さい。

代　　  表  　　者　 　取締役社長 　市 川　　 誠



   企   業   集   団   の   状   況   企   業   集   団   の   状   況   企   業   集   団   の   状   況   企   業   集   団   の   状   況

三菱製鋼室蘭特殊鋼(株）    ※１ 商品･原材料

特殊鋼鋼材事業 原

材

料

北海製鉄(株)  ※２  

プレシジョンスプリング(株）    ※１ 製   品

MSM  CANADA  INC.    ※１

ば ね 事 業

MSM  US  INC.            ※１

MERITOR SUSPENSION SYSTEMS HOLDINGS UK LIMITED  ※2

PRECISION SPRINGS CEBU,INC.    ※１

PRECISION SPRINGS MANILA,INC. ※１

MSM (THAILAND) CO.,LTD.　 ※１ 製   品

素 形 材 事 業 菱鋼鋳造(株）  ※１ 製   品

機器装置事業 製   品

三菱長崎機工(株)  ※１

製   品

菱鋼運輸(株）        ※１ 運送・倉庫保管委託

製   品

そ の 他 の 事 業 原材料

菱鋼サービス(株）  ※１

菱鋼クレジット(株）  ※１

(注) ※１  連結子会社

      ※２  持分法適用会社

菱鋼商事(株） 　　  ※１

当

社
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経    営    方    針

［機器装置事業］

経    営    成    績

ました。

21世紀を迎え、企業を取り巻く環境は一層厳しいものとなりつつあります。

当グループは、このような環境下において「黒字体質の定着」を目指し、構造

改革の遂行に努め各事業ごとに収益の改善に取り組んでおります。各事業ごと

の重点施策は以下のとおりです。

［特殊鋼鋼材事業］

新鋼種開発に加え、ユーザーに密着した営業体制による拡販及び生産体制の更なる

［ばね事 業 ］

効率化を図ってまいります。

自動車用巻ばねの新製品を中心とした拡販や板ばねの収益改善、精密ばねの複

合品の規模拡大等を図ってまいります。

［素形材事業］

鋳鋼品の生産拠点の集約効果の発揮及び精密鋳造品工場の海外移転等によるコス

ト競争力の強化並びに各製品の高付加価値化を目指してまいります。

鉄構品については主力製品である電力機器以外の拡販を行い、機械品については

今後市場の伸長が予想される環境機器・磁選機を強化してまいります。

また､国内外の子会社を含めたグループ全体でグローバルな連結経営を促進すると

ともに、より一層の情報開示に努め、公正かつ透明な経営を推進する所存であります。

利益配当につきましては、会社経営の 重要事項の一つと認識し、収益改善及び

内においては公共工事、住宅投資、設備投資の減少により、需要は引き続き低迷いたし

ました。また、建設機械業界では、アジア向け需要増により輸出は好調でしたが、国

１．経 営 成 績

当上半期のわが国の経済は、総じて厳しい状況のうちに推移いたしました。

当グループ主要関連業界におきましては、主要需要先である自動車業界では、国内

販売は前年を若干下回ったものの、輸出が増加したことにより、生産台数は増加いたし

経営基盤の強化を図り、長期的に安定した利益還元に努める所存であります。
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73億７千８百万円と前年同期比13.4％の減収となりました。

げが増加いたしました。一方輸出につきましても､積極的な拡販活動によりアジア向

国内販売は昨年来の販売体制強化の効果があり、自動車・建設機械向けの売上

産へのシフトにより売上げが減少いたしました。粉末製品は､家電・エアコン業界向け需

10億４千９百万円の経常利益となり、中間純利益は４億９千４百万円と前年同期を上回

見送らせていただくことといたしました。

セグメント別の状況につきましては以下のとおりです。

なお、当社の中間配当につきましては、当社を取り巻く厳しい事業環境を勘案し、

一般鋳造品及び精密鋳造品は，建設機械・工作機械向けの需要減少により売上げ

が減少いたしました。一般鍛造品及び精密鍛造品は､重電機業界の需要減少により売

［特殊鋼鋼材事業］

［ ばね 事 業 ］

自動車用板ばね及び巻ばねは､主要顧客向けの需要が堅調に推移したことに加

ジをはじめとした複合品の拡販等に伴い売上げが増加いたしました。その結果､ばね

［素形材事業］

このような情勢下におきまして、当グループといたしましては、業績回復に向け、一層

の構造改革、コスト競争力の強化に努めるとともに新製品の開発・販売、製品の高付加

体制強化、不採算事業の撤退等事業の選択と集中を推進いたしました。

当上半期の売上高につきましては、特殊鋼鋼材事業及びばね事業が増収となりまし

たが、機器装置事業の一部撤退に伴う減収等により、全体で397億6百万円と前年

損益面におきましては、三菱製鋼室蘭特殊鋼株式会社の損失の減少などにより、

価値化等を推進し、企業体質の強化に努めてまいりました。また、海外子会社の生産

同期と比べ1.6％の減収となりました。

126億５千８百万円と前年同期比7.0％の増収となりました。

りました。

要が増加し、売上げが増加いたしました。その結果，素形材事業全体としての売上高は

事業全体としての売上高は143億７千２百万円と前年同期比8.9％の増収となりました。

けを中心に大幅に増加いたしました。その結果､特殊鋼鋼材事業全体の売上高は

え、巻ばねの拡販等により売上げが増加いたしました。自動車部品用品はトラックの新

車需要の低迷及び物流量減少に伴い売上げが減少いたしました。建設機械部品は､ト

ンネル工事等の減少によりタイヤプロテクター等の主力製品が低迷したことに加え､新

車向け主力製品が低迷いたしましたため売上げが減少いたしました。精密ばねは､ヒン

上げが減少いたしました。磁気製品は､ＯＡ機器関連向け需要の低迷､顧客の海外生
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［機器装置事業］

［その他の事業］

年同期末比1.7％、前期末比0.2％の改善となりました。

平成13年12月をもって機器装置事業の一部について､事業の撤退等を行ったことに

伴い､同事業の売上げが大幅に減少いたしました。その結果､機器装置事業全体と

その他の事業として流通及びサービス業がありますが､当中間期の売上高は42億８

千万円と前年同期比12.1％の増収となりました。

今後も厳しい経済状況の中で当社といたしましては、グループ全体で引き続き収益

また、総資産は引き続き圧縮に努めた結果、前年同期末比86億１千７百万円減少、前

体質の改善のため有利子負債の圧縮を推進し33億２千１百万円の減少となり、合計で８

投資等の抑制を図りましたが、４億３千８百万円の減少、財務活動においては、財務

期末比46億６千９百万円減少いたしました。これにより、株主資本比率は15.6％となり前

億３千８百万円の資金の減少となりました。

以上の結果、現金及び現金同等物の中間期末残高は、96億１千１百万円となりま

した。

（注）上記の予想は現時点において入手可能な情報に基づき作成したものであり､今後様々な要因によっ

　　　て予想数値と異なる場合があります。

２．財 政 状 態

当上半期のキャッシュ・フローにつきましては、税金等調整前中間純利益は10億１百

しての売上高は38億９千１百万円と前年同期比29.7％の減収となりました。

改善に取り組む所存です。平成14年度の業績につきましては､連結売上高840億円､

連結経常利益26億円､連結当期純利益12億円の見通しであります。

億３千８百万円の資金を確保することができました。一方、投資活動においては、設備

万円、減価償却費21億５千９百万円及び売上債権の圧縮等の結果、営業活動により30
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（ 単位 ： 百万円 ）

前 中 間 期 当 中 間 期 前      期

( 13．4～13．9 ) ( 14．4～14．9 ) ( 13．4～14．3 )

 40,331  39,706 △ 625  80,299 

(   39,273 ） (   37,840 ） (   1,433 ） (   79,578 ）

 34,263  32,807  1,456  69,624 

 5,010  5,033 △ 23  9,954 

 1,057  1,865  808  720 

(   245 ） (   215 ） (△ 30 ） (   893 ）

受取利息及び配当金  86  76 △ 10  163 

持分法による投資利益 7  7  

雑 収 入  158  131 △ 27  730 

(   881 ） (   1,031 ） (△ 150 ） (   1,941 ）

支 払 利 息  754  703  51  1,473 

持分法による投資損失  26   26  156 

雑 損 失  99  327 △ 228  311 

 422  1,049  627 △ 327 

(   2,452 ） (   57 ） (△ 2,395 ） (   4,149 ）

固 定 資 産 処 分 益  1,939  0 △ 1,939  3,639 

固定資産処分損引当金戻入額  0  57  57  0 

投資有価証券売却益  512  0 △ 512  510 

特    別    損    失 (   1,992 ） (   106 ） (   1,886 ） (   2,424 ）

固 定 資 産 処 分 損  706  0  706  946 

工 場 移 転 損 失  576  0  576  575 

事 業 撤 退 損 失  0  0  0  75 

事 業 整 理 損 失  128  0  128  135 

投資有価証券評価損  581  106  475  519 

貸 倒 引 当 金 繰 入 額  0  0 0  171 

税金等調整前中間(当期)純利益  882  1,001  119  1,396 

 1,057  631  426  778 

△ 792 △ 281 △ 511 △ 573 

 207  157  50 446 

 409  494  85  745 

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 利 益

中 間 （当 期 ） 純 利 益

営    業    費    用

営  業  外  費  用

経    常    利    益

特    別    利    益

法人税、住民税及び事業税

営  業  外  収  益

売　　　　　　上　　　　　　高

営    業    利    益

連   結　 損   益   計   算   書

      売      上      原      価

      販売費及び一般管理費

増     減
                期        別   

  科       目
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（  借  方  ）  （ 単位 ： 百万円 ）

前 中 間 期 末 前  期  末 当 中 間 期 末 対前期末増減

（１３．９．３０） （１４．３．３１） （１４．９．３０）

（ 資　産　の　部 ）

流       動       資       産 52,889 49,069 47,432 △ 1,637 

現 金 預 金 10,879 10,741 9,905 △ 836 

21,925 21,348 19,928 △ 1,420 

有 価 証 券 59 49 19 △ 30 

た な 卸 資 産 14,719 12,747 13,349 602 

繰 延 税 金 資 産 2,666 2,216 2,111 △ 105 

そ の 他 2,709 2,027 2,158 131 

貸 倒 引 当 金 △ 71 △ 61 △ 40 21 

固       定       資       産 74,190 74,062 71,029 △ 3,033 

   有  形  固  定  資  産 53,496 51,492 50,319 △ 1,173 

建 物 及 び 構 築 物 16,757 16,323 15,859 △ 464 

機械装置及び運搬具 28,817 27,514 26,022 △ 1,492 

土 地 6,986 6,675 6,681 6 

建 設 仮 勘 定 385 448 1,225 777 

そ の 他 549 531 529 △ 2 

   無  形  固  定  資  産 442 390 332 △ 58 

   投 資 そ の 他 の 資 産 20,251 22,178 20,377 △ 1,801 

投 資 有 価 証 券 11,974 13,647 12,655 △ 992 

長 期 貸 付 金 1,018 773 462 △ 311 

繰 延 税 金 資 産 813 904 738 △ 166 

そ の 他 6,711 7,233 6,909 △ 324 

貸 倒 引 当 金 △ 267 △ 379 △ 388 △ 9 

資 産 合 計 127,079 123,131 118,462 △ 4,669 

     期    別

受取手形及び売掛金

     科    目

連　 結 　貸   借   対   照   表
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（  貸  方  ）  （ 単位 ： 百万円 ）

前 中 間 期 末 前  期  末 当 中 間 期 末 対前期末増減

（１３．９．３０） （１４．３．３１） （１４．９．３０）

（ 負　債　の　部 ）

流       動       負       債 84,550 79,489 76,766 △ 2,723 

16,651 16,073 16,250 177 
短 期 借 入 金 55,956 54,389 52,154 △ 2,235 
未 払 法 人 税 等 749 31 201 170 
繰 延 税 金 負 債 1 1 0 △ 1 
未 払 消 費 税 等 105 117 189 72 
固定資産処分損引当金 6,663 4,207 3,811 △ 396 
そ の 他 4,423 4,668 4,158 △ 510 

固       定       負       債 23,163 22,654 21,197 △ 1,457 

長 期 借 入 金 16,565 15,727 14,883 △ 844 
繰 延 税 金 負 債 4,045 4,338 3,374 △ 964 
退 職 給 付 引 当 金 1,725 1,908 2,462 554 
役員退職慰労金引当金 226 261 260 △ 1 

 そ の 他 600 419 215 △ 204 

負 債 合 計 107,714 102,143 97,963 △ 4,180 

( 少 数 株 主 持 分 )

1,761 2,025 2,035 10 

（ 資　本　の　部 ）

7,200 7,200 7,200 0 

893 893 893 0 

9,571 9,907 10,399 492 

873 1,419 902 △ 517 

△ 934 △ 457 △ 931 △ 474 

△ 0 △ 0 △ 0 0 

資 本 合 計 17,603 18,962 18,462 △ 500 

負債、少数株主持分
及び資本合計

連　 結 　貸   借   対   照   表

資 本 剰 余 金

4,669 127,079 123,131 118,462 

その他有価証券評価差額金

期    別　　

    科    目

支払手形及び買掛金

△

少 数 株 主 持 分

利 益 剰 余 金

為 替 換 算 調 整 勘 定

資 本 金

自 己 株 式
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連　結　剰　余　金　計　算　書

 （ 単位 ： 百万円 ）

前 中 間 期 当 中 間 期 前     期

（ 13.4～13.9 ） （ 14.4～14.9 ） （ 13.4～14.3 ）

893 

0 

0 

893 

9,379 9,907 9,379 

( 409 ) ( 494 ) ( 745 )

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 409 494 745 

( 217 ) ( 2 ) ( 217 )

配 当 金 215 0 215 

役 員 賞 与 1 0 1 

連結子会社減少に伴う減少高 0 2 0 

9,571 10,399 9,907 利益剰余金中間期末（期末）残高

（資本剰余金の部）（資本剰余金の部）（資本剰余金の部）（資本剰余金の部）

（利益剰余金の部）（利益剰余金の部）（利益剰余金の部）（利益剰余金の部）

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 剰 余 金 増 加 高

利 益 剰 余 金 減 少 高

期　　　別　　　

　　　科　　　目

利 益 剰 余 金 増 加 高

資本剰余金中間期末（期末）残高

資 本 剰 余 金 減 少 高
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連結キャッシュ・フロー計算書

（ 単位 ： 百万円 ）

                期        別   前 中 間 期 当 中 間 期 前     期

  科       目 ( 13．4～13．9 ) ( 14．4～14．9 ) ( 13．4～14．3 )

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益  882  1,001  119  1,396
減価償却費  2,421  2,159 △ 262  4,726
貸倒引当金の増減額 △ 47 △ 12  35   142
受取利息及び受取配当金 △ 86 △ 76  10 △ 163
支払利息  754  703 △ 51  1,473
為替差損益 △ 17  14  31 △ 177
持分法による投資損益  26 △ 7 △ 33  156
投資有価証券売却益及び評価損  48  106  58 △ 11
固定資産処分損益 △ 1,217  8  1,225 △ 2,656
固定資産処分損引当金戻入額  0 △ 57 △ 57  0

 634  0 △ 634  575
ゴルフ会員権評価損  0  0  0  109
売上債権の増減額  5,334  1,371 △ 3,963  6,089
たな卸資産の増減額  146 △ 652 △ 798  2,186
仕入債務の増減額 △ 3,454  276  3,730 △ 3,695
その他 △ 375  49  424 △ 919
      小　　　　　　計  5,050  4,885 △ 165  9,235
利息及び配当金の受取額  84  88  4  143
利息の支払額 △ 753 △ 707  46 △ 1,490
固定資産処分費用の支払額 △ 467 △ 981 △ 514 △ 2,601
法人税等の支払額 △ 869 △ 246  623 △ 1,611

営業活動によるキャッシュ・フロー  3,043  3,038 △ 5  3,674
    

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

定期預金の純増減額  31 △ 7 △ 38  195
有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △ 90 △ 22  68 △ 882
有価証券及び投資有価証券の売却による収入  97  45 △ 52  887
有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出 △ 1,369 △ 855  514 △ 2,669
有形固定資産の売却による収入  2,310  114 △ 2,196  5,242
貸付けによる支出 △ 278 △ 70  208 △ 452
貸付金の回収による収入  16  356  340  428

投資活動によるキャッシュ・フロー  716 △ 438 △ 1,154  2,750
    

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入金の純増減額  33 △ 404 △ 437 △ 2,060
長期借入れによる収入  0  0  0  2,025
長期借入金の返済による支出 △ 2,553 △ 2,657 △ 104 △ 4,945
長期未払金の返済による支出 △ 185 △ 206 △ 21 △ 367
少数株主への株式の発行による収入  0  25  25  0
配当金の支払額 △ 176  0  176 △ 212
少数株主への配当金の支払額 △ 79 △ 78  1 △ 173

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 2,961 △ 3,321 △ 360 △ 5,734
    

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 11 △ 117 △ 106  121
Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額  787 △ 838 △ 1,625  812
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  9,641  10,453  812  9,641
Ⅶ  0 △ 4 △ 4  0

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高  10,428  9,611 △ 817  10,453

増     減

工場移転損失及び事業整理損失

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額
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【 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 】

1．連結の範囲

連   結   子   会   社    13社、 三菱製鋼室蘭特殊鋼 (株)
三菱長崎機工(株)　　　　
プレシジョンスプリング（株）
PRECISION SPRINGS CEBU,INC.
PRECISION SPRINGS MANILA,INC.
MSM CANADA INC.　、　　MSM US INC.
MSM ( THAILAND ) CO.,LTD. 　　　  ほか　5社

冷間鍛造（株）ほか２社

2．持分法の適用

持 分 法 適 用 会 社     3社、 北海製鉄（株）   
MERITOR SUSPENSION SYSTEMS

         HOLDINGS UK LIMITED
CROFT PROPERTIES HOLDINGS,INC.

3．連結子会社の中間決算日等

連結子会社１３社の中間決算日は、中間連結決算日と同一である。

4．会計処理基準

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
た  な  卸  資  産    …   主として後入先出法による原価法
有    価    証    券   
　　　そ の 他 有 価 証 券
                  時価のあるもの … 中間期末日の市場価格等に基づく時価法

移動平均法により算定）
                  時価のないもの … 移動平均法による原価法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
有 形 固 定 資 産 … 主として定額法
無 形 固 定 資 産 … 定額法

(3) 重要な引当金の計上基準
貸 倒 引 当 金 …

退 職 給 付 引 当 金 …

発生していると認められる額を計上している。

る均等額を費用処理している。

（除　　外）

過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数による定額法により費用処

理している。

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売上原価は

当中間期末債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権
については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額

を計上している。

従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、当中間期末において

会計基準変更時差異( 6,956百万円)については、15年によ
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固 定 資 産 処 分 損 引 当 金 …

用を見積りにより計上している。

(4) 重要なリース取引の処理方法

(5) 消費税等の会計処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

5．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

ない取得日から3ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっている。

【追　加　情　報 】

1．中間連結貸借対照表

法を変更している。

　なお、前中間期及び前期についても、比較の便を考慮し改正後の表示区分に組替えている。

２．中間連結剰余金計算書

更している。

　 なお、前中間期及び前期についても、比較の便を考慮し改正後の表示区分に組替えている。

リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のﾌｧｲﾅﾝｽ・ﾘｰｽ取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

中間連結財務諸表規則の改正により、当中間期から中間連結貸借対照表の資本の部の表示方

中間連結財務諸表規則の改正により、当中間期から中間連結剰余金計算書の表示方法を変

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金 （現金及び現金同等物） は、手許現金、随時引

き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わ

数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平
均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により、
それぞれ発生の翌期から費用処理している。

固定資産の廃止及び処分に備えて、除却損失及び処分費
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【 連結損益計算書注記 】

（ 単位 ： 百万円 ）

前 中 間 期 当 中 間 期 前         期
(13.4～13.9) (14.4～14.9) (13.4～14.3)

固 定 資 産 処 分 益 土地他の処分益 1,939 土地他の処分益 3,639

固 定 資 産 処 分 損
固定資産処分損引当
金の繰入額 706

固定資産処分損引当
金の繰入額ほか 946

【 連結貸借対照表注記 】

（ 単位 ： 百万円 ）

前中間期末 当中間期末 前   期   末

(13.9.30) (14.9.30) (14.3.31)

減 価 償 却 累 計 額

受 取 手 形 割 引 高

保 証 債 務 等

【 連結キャッシュ・フロー計算書注記 】

１．現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

　　の関係
（ 単位 ： 百万円 ）

前中間期末 当中間期末 前   期   末

(13.9.30) (14.9.30) (14.3.31)

現 金 預 金 勘 定

預入期間が３ヶ月を
超 え る 定 期 預 金

10,428     9,611     10,453     

10,879     9,905     10,741     

△  451     △  294     △  287     

現金及び現金同等物

43,131     45,411     43,980     

815     429     555     

1,704     1,417     1,539     
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 リ    ー    ス    取    引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

（借主側）

1. リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額

(1)前中間期 (取得価額) (減価償却累計額) (中間期末残高)

機械装置及び運搬具 4,843 百万円 2,869 百万円 1,974 百万円

そ の 他 709 471 237

計 5,553 3,340 2,212

(2)当中間期 (取得価額) (減価償却累計額) (中間期末残高)

機械装置及び運搬具 4,517 百万円 2,815 百万円 1,702 百万円

そ の 他 497 331 165

計 5,014 3,146 1,867

(3)前 　  期 (取得価額) (減価償却累計額) (期末残高)

機械装置及び運搬具 4,319 百万円 2,598 百万円 1,720 百万円

そ の 他 547 380 166
計 4,866 2,979 1,887

2. 未経過リース料中間期末（期末）残高相当額

（前 中 間 期 末） （当 中 間 期 末） （前　　期　　末）

１ 年 内 667 百万円 612 百万円 610 百万円

１ 年 超 1,716 1,402 1,435

計 2,384 2,014 2,046

3. 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

（前 中 間 期）　　 （当 中 間 期）　　 （前　　　　期）　　  

支 払 リ ー ス 料 547 百万円 379 百万円 955 百万円

減価償却費相当額 466 327 813
支 払 利 息 相 当 額 51 40 95

4. 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

5. 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法

は利息法によっている。
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セ　 グ 　メ　 ン 　ト 　情 　報

1． 事業の種類別セグメント情報

　 前中間期 （平成１３年４月１日から平成１３年９月３０日まで） （ 単位 ： 百万円 ）

鋼 材 ば ね 素 形 材 機器装置 その他の 消 去 又

事 業 事 業 事 業 事 業 事 業 は 全 社

売 上 高

外部顧客に対する
売上高 10,897  13,109  8,385  5,501  2,438  40,331  40,331  

セグメント間の
内部売上高 934  90  133  34  1,380  2,573  (2,573)  0  
計 11,831  13,199  8,518  5,536  3,818  42,905  (2,573)  40,331  

営 業 費 用 12,780  12,296  7,569  5,369  3,838  41,855  (2,581)  39,273  

営 業 利 益 △ 948  903  948  167  △ 20  1,050  7  1,057  

　 当中間期 （平成１４年４月１日から平成１４年９月３０日まで） （ 単位 ： 百万円 ）

鋼 材 ば ね 素 形 材 機器装置 その他の 消 去 又

事 業 事 業 事 業 事 業 事 業 は 全 社

売 上 高

外部顧客に対する
売上高 11,531  14,292  7,156  3,847  2,878  39,706  39,706  

セグメント間の
内部売上高 1,126  79  222  44  1,401  2,875  (2,875)  0  
計 12,658  14,372  7,378  3,891  4,280  42,581  (2,875)  39,706  

営 業 費 用 12,664  13,376  6,715  3,709  4,230  40,696  (2,855)  37,840  

営 業 利 益 △ 6  995  662  182  50  1,884  (19)  1,865  

　 前　期 （平成１３年４月１日から平成１４年３月３１日まで） （ 単位 ： 百万円 ）

鋼 材 ば ね 素 形 材 機器装置 その他の 消 去 又

事 業 事 業 事 業 事 業 事 業 は 全 社

売 上 高

外部顧客に対する
売上高 20,985  28,255  15,334  10,856  4,866  80,299  80,299  

セグメント間の
内部売上高 1,776  172  228  90  2,475  4,743  (4,743) 0  
計 22,762  28,428  15,562  10,946  7,342  85,042  (4,743) 80,299  

営 業 費 用 26,239  26,402  14,067  10,294  7,330  84,335  (4,756) 79,578  

営 業 利 益 △ 3,477  2,026  1,494  651  11  707  12  720  

計 連 結

計 連 結

計 連 結
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(注) 1． 事業区分の方法

当社は事業部を設け、事業部門ごとに利益管理を行っている。事業区分は、当社の事業部門

及び連結子会社の事業内容を基礎として決定した。

2． 前記の事業区分に属する主要な製品

事 業 区 分 主　　　要　　　製　　　品　　　名

棒鋼 （構造用合金鋼 ・機械構造用炭素鋼 ・ばね鋼 ・工具鋼 ・非調質

鋼 ・快削鋼ほか） 、鋼材加工品

板ばね、巻ばね､ｽﾀﾋﾞﾗｲｻﾞ、ｴｱｰｻｽﾍﾟﾝｼｮﾝｼｽﾃﾑ、ﾄｰｼｮﾝﾊﾞｰ、

精密ばね、超合金ばね、各種ヒンジ類、精密組立部品、

ｺｲﾙﾄﾞｳｪｰﾌﾞｽﾌﾟﾘﾝｸﾞ、防振装置、各種自動車部品･用品、

ﾀｲﾔﾌﾟﾛﾃｸﾀｰ、ﾀｲﾔﾁｪｰﾝ、ｸﾞﾛｰｻｰﾊﾞｰ、ｼｭｰﾌﾟﾚｰﾄ用ｺﾞﾑﾊﾟｯﾄ

一般鋳造品 、精密鋳造品、各種金型及び同素材、

精密機械加工品、一般鍛造品、冷間 ・温間精密鍛造品、特殊合

金素材及び同加工品、永久磁石 （鋳造 ・圧延） 、磁石応用部品、

特殊合金粉末、同微粉末

磁気応用選別・分別装置、各種選別ｼｽﾃﾑ・ﾌﾟﾗﾝﾄ、電磁石・磁場装置、

計装機器、搬送ｼｽﾃﾑ、鉄構品、産業機械

そ の 他 の 事 業 海上運送、貨物自動車運送、倉庫   ほか

鋼    材    事    業

ば    ね    事    業

素  形  材  事  業

機 器 装 置 事 業
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　　 　前中間期、当中間期及び前期において、全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合がい

　　 ずれも90％を超えているため、記載を省略している。

　 当中間期 （平成１４年４月１日から平成１４年９月３０日まで）

Ⅰ　海外売上高　(百万円) 1,755 4,791 28 6,575

Ⅱ　連結売上高　(百万円) 39,706

連結売上高に占める
海外売上高の割合（％）

（注）　1.国又は地域の区分は、地理的接近度によっている。

　　　　2.本邦以外の区分に属する主な国又は地域

　　　　　(1)　北米　…………アメリカ、カナダ

　　　　　(2)　アジア　……… フィリピン、タイ、韓国 ほか

　　　　　(3)　その他  ……… 欧州、オセアニア ほか

　　　　3.海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。

記載を省略している。

0.1

前中間期及び前期においては、海外売上高が、いずれも連結売上高の10％未満のため、

16.6

２． 所在地別セグメント情報

３． 海　外　売　上　高

4.4

北米 アジア その他 計

Ⅲ　 12.1
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有  　   価 　    証   　  券

１．その他有価証券で時価のあるもの
（ 単位 ： 百万円 ）

２．時価のない主な有価証券
（ 単位 ： 百万円 ）

その他有価証券

非上場株式
（店頭売買株式を除く）

非公募の地方債券

合            計

デ  リ  バ  テ  ィ  ブ  取  引

前 中 間 期 当 中 間 期 前 期

種 類
(平成13年9月30日) (平成14年9月30日) (平成14年3月31日)

取得原価
中間連結
貸借対照
表計上額

差   額 取得原価
中間連結
貸借対照
表計上額

差   額 取得原価
連結貸借
対 照 表
計 上 額

差   額

株 式 4,542 6,050 1,508 5,269 6,835 1,565 5,373 7,834 2,460 

債 券 62 63 1 19 19 0 49 49 0 

そ の 他 12 9 △ 2 12 8 △ 3 12 10 △ 1 

合 計 6,123 1,506 5,301 6,864 1,562 5,435 7,894 2,459 

区 分
前 中 間 期 当 中 間 期 前 期
中間連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額

4,617 

1,085 1,081 1,085 

17 0 0 

1,102 1,081 1,085 

ヘッジ会計を適用しているため記載しておりません。
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